
神戸市灘区篠原南町２丁目２６番３

低層住宅地

一般住宅、マンショ
ン等が混在する住宅
地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 40 20 60 低層住宅地

-

１中専(60,200)
準防

低金利や住宅ローン減税等の政策の後押しに加え、継続的な都心
回帰傾向から、灘区における需要も底堅く推移している。

一般住宅、マンション等が混在する住宅地域であり、利便性等は
良好である。地域の実需等を反映して、地価は上昇傾向で推移し
ている。

個別的要因に変動はない。

賃貸マンション等の収益物件も混在しているが、低層住宅を主体とする自用目的の取引が中心である。よって、本件では、
事業収益の観点から賃貸住宅を想定することが非現実的であり、収益価格は試算しなかった。利便性のほか環境を重視した
取引が多く、信頼性の高い比準価格により決定すべきであるが、採用した事例に係る各種補修正率の判断の適否等を勘案の
上、周辺標準地及び指定基準地からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅、マンション等が混在する住宅地域で、当面は現状で推移するものと予測する。なお、企業収益の改善等も見られ、
景気は穏やかな回復基調が続いており、実需から今後地価は上昇傾向で推移すると予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 335,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

348,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 8

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+2.0

+10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急六甲駅
南西方 450m

阪急六甲
450m

(8)

南東8m市道

１中専
(60,200)

準防

（その他）　　　　

特にない。 基準方位　　　　
北８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「篠原南町２－４－７」

②地積

（㎡）

197

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

348,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

379,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+3.9％ ％

110.0 ］

102.0［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

347,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

灘（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-4.0

+21.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

380,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

113.8 ］

101.8［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 28日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

68,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 348,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

275,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急神戸線、ＪＲ東海道本線沿線等で、概ね神戸市の圏域である。需要者の中心は同一需給圏のうち神戸市
居住者がほとんどを占める。一般住宅、マンション等が混在する住宅地域であり、利便性及び街並みの状態等も良好である。
住宅建設は横ばいであるが、各種政策の効果のほか、居住環境等から需給関係も比較的安定している。土地は２００㎡程度
で７，０００万円程度の需要が中心となっていたが、中心価格帯は見出しにくくなっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水総合鑑定

清水　信博



神戸市灘区長峰台１丁目１０４１番６２

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ高台の住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 50 20 70 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

灘区の人口は微増傾向にある。景気の緩やかな回復基調に伴い、
地価は上昇傾向にある。

閑静な高台の住宅地域であるが、急勾配の坂道が多く、利便性が
劣ることから、地価は下落傾向にある。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、戸建住宅用に開発された住宅団地であり、共同住宅等は殆ど見られず、経済合理的な賃貸住宅の経営が困難な
地域であることから、収益還元法は非適用とした。一方、比準価格は、類似地域に存する多数の信頼性のある取引事例から
求められ、市場の実態を反映している。よって、比準価格に基づき、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のと
おり決定した。

［

［

住宅
ＲＣ２

当該地域は山手に開発された住宅団地であり、今後とも閑静な住環境を維持するものと予測する。地価は下落傾向で推移す
るものと思われる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 128,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

126,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-3.0

+33.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急六甲駅
北西方 1.5km

阪急六甲
1.5km

(8)

南東4m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
４ｍ市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「長峰台１－３－４」

②地積

（㎡）

189

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.5  ｍ、　奥行　約 16.5  ｍ、　規模 190  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

126,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

161,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.6 ％ ％

130.3 ］

100［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 14日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

23,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 126,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

100,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急神戸本線、ＪＲ東海道本線沿線で、概ね神戸市及び阪神間諸都市の圏域に存する住宅地域である。需要
者の中心は同一需給圏内の居住者が大半であり、圏外からの転入者は少ない。閑静な山手の住宅地である反面、急勾配の坂
道が多く利便性が劣る。土地は２，４００万円程度、新築戸建住宅で４，０００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

　松崎不動産鑑定所

松崎庄二



神戸市灘区灘南通３丁目１７番３

低層住宅地

一般住宅の中にマン
ション等が見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北75 10 15 20 低層住宅地

-

１住居(60,200)
準防

灘区の人口は微増傾向にある。景気の緩やかな回復基調に伴い、
地価は上昇傾向にある。

既成市街地内の住宅地域である。平成２８年春にＪＲ摩耶駅が開
業し、利便性の向上等から地価は上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

周辺にはアパート等の収益物件も見られるが、基準地は画地規模が小さく、賃貸経営上、有効な共同住宅を想定することが
困難であることから収益還元法は非適用とした。一方、比準価格は類似地域に存する多数の信頼性のある取引事例から求め
られ、市場の実態を反映している。よって、比準価格に基づき、本年１月１日からの価格の動向にも充分留意して、鑑定評
価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は、小規模一般住宅、低層の共同住宅のほか事業所も混在する住宅地域である。平成２８年春にＪＲ摩耶駅が開業
して利便性が向上したことにより、今後も地価は上昇傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 246,000円／㎡

公示価格 255,000円／㎡

標準地番号 灘 6-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

264,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ摩耶駅
東方 220m

ＪＲ摩耶
220m

(8)

北5.5m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
５．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「灘南通３－３－１５」

②地積

（㎡）

89

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.5  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 80  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

264,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

255,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+7.3 +3.5％ ％

100 ］

103.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 14日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

23,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 264,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

205,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急神戸本線、ＪＲ東海道本線及び阪神本線の沿線で、概ね神戸市中東部に存する中小規模の既成住宅地域
である。需要者の中心は神戸市在住者が多く、同一需給圏外からの転入者は少ない。既存の住宅地域であり、ＪＲ摩耶駅開
業により利便性が向上し、需要は強含みで推移している。土地は２，０００万円～２，５００万円程度、新築戸建住宅で３，
５００万円～４，０００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

　松崎不動産鑑定所

松崎庄二



神戸市灘区泉通５丁目２番７

低層住宅地

小規模住宅に共同住
宅等が混在する住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 80 30 50 低層住宅地

-

１住居(60,200)
準防

灘区の人口は微増傾向にある。景気の緩やかな回復基調に伴い需
要は回復傾向にあり、地価は上昇傾向にある。

既成市街地内の住宅地域である。平成２８年春にＪＲ摩耶駅が開
業し、利便性の向上等から地価は上昇傾向にある。

個別的要因に変動はない。

周辺にはアパート等の収益物件も見られるが、基準地は画地規模が小さく、経済合理的な賃貸住宅の想定が困難であること
から収益還元法は非適用とした。一方、比準価格は、類似地域に存する多数の信頼性のある取引事例より求められ、市場の
実態を反映している。よって、比準価格に基づき、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ３

当該地域は、小規模一般住宅のほか共同住宅等も混在する住宅地域である。平成２８年春にＪＲ摩耶駅が開業して利便性が
向上したことにより、地価は上昇傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 257,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

275,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

0.0

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ摩耶駅
北西方 240m

ＪＲ摩耶
240m

(8)

南東6m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
ガス、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「泉通５－２－６」

②地積

（㎡）

76

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 80  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

275,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

255,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+7.0％ ％

98.0 ］

103.5［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 2日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

20,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 275,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

215,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急神戸本線、ＪＲ東海道本線及び阪神本線の沿線で、概ね神戸市中東部に存する中小規模の既成住宅地域
である。需要者の中心は神戸市居住者が多く、同一需給圏外からの転入者は少ない。既存の住宅地域であり、ＪＲ摩耶駅開
業により利便性が向上し、需要は強含みで推移している。土地は２，１００万円程度、新築戸建住宅で３，５００万円～４，
０００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社神戸不動産鑑定

山下　裕



神戸市灘区篠原北町３丁目２０番４外

低層住宅地

中規模一般住宅にマ
ンションも介在する
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 60 15 35 低層住宅地

-

１低専(60,150)
準防

低金利や住宅ローン減税等の政策の後押しに加え、継続的な都心
回帰傾向から、灘区における需要も底堅く推移している。

中規模一般住宅にマンションも介在する住宅地域であり、利便性
等は良好である。実需等を反映して、地価は上昇傾向で推移して
いる。

個別的要因に変動はない。

賃貸マンション等の収益物件も混在しているが、低層住宅を主体とする自用目的の取引が中心である。よって、本件では、
事業採算性の観点から有効な賃貸住宅を想定することが困難であり、収益価格は試算しなかった。利便性のほか環境を重視
した取引が多く、信頼性の高い比準価格により決定すべきであるが、採用した事例に係る各種補修正率の判断の適否等を勘
案の上、下記（１０）・②の変動内容を吟味のうえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅にマンションも介在する住宅地域であり、今後とも現状で推移するものと予測する。なお、景気は穏やかな
回復基調にあり、価格水準等から今後地価は上昇傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 380,000円／㎡

公示価格 385,000円／㎡

標準地番号 灘 14-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

387,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 14

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急六甲駅
北西方 850m

阪急六甲
850m

(8)

北西8.1m市道

１低専
(60,150)

準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　　　　
北８．１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「篠原北町３－２－２２」

②地積

（㎡）

170

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

387,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

385,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.8 +0.5％ ％

100 ］

100.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 28日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

65,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 387,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

310,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急神戸線、ＪＲ東海道本線及び阪神本線で、概ね神戸市の圏域である。需要者の中心は同一需給圏のうち
神戸市居住者がほとんどを占める。一般住宅にマンションも介在する住宅地域であり、利便性も良好である。住宅建設は横
ばいだが、居住環境等から需給関係も比較的安定している。土地は６，０００万円～７，０００万円程度の需要が中心とな
っているが、地域的に取引される規模も様々であり、中心価格帯は見出しにくくなっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水総合鑑定

清水　信博



神戸市灘区篠原中町６丁目２１番３

低層住宅地

一般住宅、マンショ
ン等が多い住宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 40 25 0 低層住宅地

-

対象基準地と同じ

海外経済の不透明感は継続しているものの、国内景気は安定的に
推移しており、灘区における地価はおおむね上昇基調で推移して
いる。

地域要因に大きな変動はないが、閑静な住宅地域であり、需要は
堅調である。

個別的要因に変動はない。

一般住宅が建ち並ぶ中に、一部、収益物件も混在する山手の住宅地域であるが、本件対象地は画地規模が小さいことから、
有効な賃貸住宅の想定が困難であるため、収益価格は試算できない。したがって本件においては、取引事例比較法による比
準価格を標準として、付近標準地価格及び指定基準地価格との検討をも踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住環境の良好な山手の住宅地域であり、市場動向も安定的な推移を示しており、当面は現状のまま推移すると予測される。
なお、堅調な需要に支えられて、地域における地価は、上昇基調にあるものと判断される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 330,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

337,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-1.0

-10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急六甲駅
西 900m

阪急六甲
900m

(8)

北西8m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特記すべき事項はない。 基準方位　北　８
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「篠原中町６－２－２４」

②地積

（㎡）

97

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.5  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

339,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

296,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.7％ ％

87.3 ］

101.4［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

340,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

灘（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

+15.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

380,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

113.8 ］

101.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 29日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

32,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 339,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

270,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は阪急電鉄神戸本線及びＪＲ東海道本線沿線で、概ね神戸市東部に位置する山手の住宅地域である。需要者は圏
内居住者を中心として、圏外からの転入も少なからず想定される。中規模一般住宅を中心とする住宅地域であり、良好な住
環境を指向する根強い需要に対して、開発等による新規分譲のほか中古流通による供給も豊富にあり、需給は堅調に推移し
ている。土地は３０００万円程度、新築建売で４５００万円前後の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

梶川不動産鑑定士事務所

梶川智保



神戸市灘区岩屋北町１丁目４番２６

低層住宅地

一般住宅の中に店舗
等が混在する住宅地
域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 60 30 40 低層住宅地

-

１住居(60,200)
準防

低金利や住宅ローン減税等の政策の後押しに加え、継続的な都心
回帰傾向から、灘区における需要も底堅く推移している。

一般住宅の中に店舗等が混在する住宅地域であり、街路や利便性
等は良好である。実需等を反映して、地価は上昇傾向で推移して
いる。

個別的要因に変動はない。

賃貸マンション等の収益物件も混在しているが、低層住宅を主体とする自用目的の取引が中心である。よって、本件では、
事業収益の観点から賃貸住宅を想定することが非現実的であり、収益価格は試算しなかった。利便性のほか環境を重視した
取引が多く、信頼性の高い比準価格により決定すべきであるが、採用した事例に係る各種補修正率の判断の適否等を勘案の
上、周辺標準地及び指定基準地からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

一般住宅の中に店舗等が混在する住宅地域で、当面は現状で推移するものと予測する。なお、企業収益の改善も見られ、景
気は穏やかな回復基調が続いており、実需から今後地価は上昇傾向で推移すると予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 247,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

255,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 13

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-5.0

0.0

-11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神西灘駅
西方 300m

阪神西灘
300m

(8)

北西15m市道

１住居
(60,200)

準防

（その他）　　　　

特にない。 基準方位　　　　
北１５ｍ市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「岩屋北町１－４－１９」

②地積

（㎡）

158

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 14.5  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

257,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

218,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.0％ ％

84.6 ］

102.0［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

255,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

灘（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-6.0

+1.0

+9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

246,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

103.5 ］

107.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 28日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

40,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 257,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

200,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急神戸線、ＪＲ東海道本線、阪神電鉄沿線で、概ね神戸市の圏域である。需要者の中心は同一需給圏のう
ち神戸市居住者がほとんどを占める。一般住宅の中に店舗等が混在する住宅地域であり、街路条件および生活利便性等も良
好である。住宅建設は横ばいであるが、各種政策の効果のほか、居住環境等から需給関係も比較的安定している。土地は１
６０㎡程度で４，１００万円程度の需要が中心となっていたが、中心価格帯は見出しにくくなっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水総合鑑定

清水　信博



神戸市灘区楠丘町６丁目３番５

低層住宅地

一般住宅にマンショ
ンも介在する住宅地
域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 20 80 20 低層住宅地

-

１中専(60,200)
準防

灘区の人口は微増傾向にある。景気の緩やかな回復基調に伴い、
地価は上昇傾向にある。

地域要因に大きな変動はないが、住環境に優れるため、需要は堅
調である。

個別的要因に変動はない。

中小規模の一般住宅を中心として共同住宅等も混在する住宅地域であるが、画地規模等による制約から、賃貸経営上、有効
な共同住宅を想定することが非現実的であるため収益還元法は非適用とした。一方、比準価格は類似地域に存する多数の信
頼性のある取引事例から求められ、市場の実態を反映している。よって、比準価格に基づき、標準地及び指定基準地との検
討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

共同住宅
Ｓ３

中小規模一般住宅を中心として共同住宅等も混在する住宅地域であり、地域要因に大きな変動もなく、今後も現状を維持す
るものと予測する。なお、堅調な実需に支えられて、地価は上昇基調にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 353,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

364,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 8

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急六甲駅
東方 500m

阪急六甲
500m

(8)

西6.5m市道

１中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
６．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「楠丘町６－３－９」

②地積

（㎡）

138

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.5  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 140  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

365,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

379,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+3.4 ％ ％

103.0 ］

102.0［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

363,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

灘（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-3.0

+10.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

380,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

106.7 ］

101.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 14日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

50,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 365,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

295,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急電鉄神戸本線及びＪＲ東海道本線沿線で、概ね神戸市東部に位置する優良な住宅地域である。需要者は
圏内居住者が中心であるが、圏外からの転入もみられる。駅徒歩圏に位置する閑静な住宅地域であり、優良な住環境を指向
する根強い需要に支えられて、地価は上昇基調で推移している。土地は４，５００万円～５，５００万円程度、新築戸建住
宅で６，０００万円～７，０００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

　松崎不動産鑑定所

松崎庄二



神戸市灘区浜田町４丁目２０番２

中層共同住宅地

マンション、アパー
ト等のほかに工場、
駐車場が混在する地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 30 20 30 中層共同住宅地

-

準工(60,200)
準防

景気は、緩やかな回復基調を続けている。個人消費は一部に弱め
の動きがみられるものの、底堅く推移している。

マンション、工場等が混在する地域で、周辺環境に特段の変化は
ない。不動産需給はやや逼迫しており、地価はやや上昇傾向であ
る。

個別的要因に変動はない。

周辺には共同住宅も散見されるが、取引の中心となる画地規模等を考慮すると、事業収益の観点から共同住宅を想定するこ
とは合理性が乏しいため、収益価格は試算しないものとした。当該地域においては自用目的の取引が一般的であり、市場で
成立した実際の取引価格により試算した比準価格は規範性が高いと認められるので、比準価格を採用し、地域的類似性の高
い標準地からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

共同住宅
ＲＣ４

当該地域は、マンション、アパート等のほか工場、駐車場等が混在する地域である。地域要因に大きな変動はなく、当分の
間は現状を維持すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 212,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

218,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

東灘 23

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神新在家駅
南東方 310m

阪神新在家
310m

(8)

北8m市道

準工
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
ガス、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「浜田町４－１－２２」

②地積

（㎡）

164

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 19.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

218,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

214,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.8％ ％

97.0 ］

100.6［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 2日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

35,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 218,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

170,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、神戸市内に広域的に拡がる混在地域であり、マンションを中心に事業所、工場等も見られる地域である。需
要者の中心は同一需給圏内に地縁的選好性を有する事業者等であり、圏外からの転入は少ない。駅徒歩圏という利便性の高
さから需給は逼迫しており、価格は上昇基調で推移している。取引の中心価格帯は、標準的画地規模の土地で３，０００万
円台半ばである。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社神戸不動産鑑定

山下　裕



神戸市灘区鶴甲４丁目１２番１６

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 30 45 100 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

海外経済の不透明感は継続しているものの、国内景気は安定的に
推移しており、灘区における地価はおおむね上昇基調で推移して
いる。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅が整然と建ち並ぶ山手の住宅団地であり、経済合理性に適う賃貸住宅の想定は非現実的であることから、収益還元
法は適用できない。したがって本件においては、取引事例比較法による比準価格を標準として、上記の通り鑑定評価額を決
定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅を中心とする山手の住宅団地であり、地域要因に大きな変動もなく、今後も現状を維持するものと予測する。
なお、駅への接近性にやや難があるものの、需要は底堅く、地価は安定的に推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 161,000円／㎡

公示価格 161,000円／㎡

標準地番号 灘 7-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

161,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急六甲駅
北 2.1km

阪急六甲
2.1km

(8)

北西4.5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない。 基準方位　北　４
．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「鶴甲４－１２－２５」

②地積

（㎡）

249

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

161,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

161,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 29日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

40,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 161,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

130,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪急電鉄神戸本線及びＪＲ東海道本線沿線で、概ね神戸市東部に位置する山手の住宅団地である。需要者は
圏内居住者が中心であるが、圏外からの転入も少ないながら認められる。区画整然と街区整備された住宅団地であり、最寄
駅からの接近性にやや難があるものの、閑静な住環境を指向する需要は底堅く、需給はほぼ均衡して推移している。需要の
中心となる価格帯は、土地の単価でおおむね１６万円／㎡前後となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

梶川不動産鑑定士事務所

梶川智保



神戸市灘区都通２丁目１８番

低層住宅地

小規模一般住宅を中
心に併用住宅等が介
在する住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 20 15 30 低層住宅地

-

対象基準地と同じ

海外経済の不透明感は継続しているものの、国内景気は安定的に
推移しており、灘区における地価はおおむね上昇基調で推移して
いる。

地域要因に大きな変動はないが、住環境に優れるため、需要は堅
調である。

個別的要因に変動はない。

中小規模の一般住宅が建て込む中に、作業所や共同住宅が混在する住宅地域であるが、本件対象地は画地規模が小さいこと
から、経済合理性に適う賃貸住宅の想定が困難であるため、収益価格は試算できない。したがって本件においては、取引事
例比較法による比準価格を標準として、代表標準地価格との検討を踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＬＳ３

小規模一般住宅を中心として併用住宅や共同住宅等が混在する住宅地域であり、今後も現状を維持するものと予測する。な
お、ＪＲ摩耶駅の開業により今後の利便性の向上が見込まれるため、地価は強含みに推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 216,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

224,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

0.0

+20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神西灘駅
東 240m

阪神西灘
240m

(8)

南西6m市道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　

北側近接地域にて、
２０１６年３月にＪＲの新
駅が開業した。

基準方位　北　６
ｍ市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「都通２－４－１０」

②地積

（㎡）

70

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 70  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

225,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

255,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.2％ ％

118.8 ］

103.5［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 29日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

15,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 225,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

175,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、阪神電鉄本線、阪急電鉄神戸本線並びにＪＲ東海道本線沿線で、概ね神戸市東部に位置する住宅地域である。
需要者の中心は圏内居住者であり、圏外からの転入は見込みにくい。中小規模の一般住宅が建て込む中に、作業所や共同住
宅も混在する既成の住宅地域であり、都心への接近性や利便性に優れることから、需給は強含みに推移している。土地は１，
５００万円前後、新築建売で３，０００万円前後の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

梶川不動産鑑定士事務所

梶川智保



神戸市灘区友田町２丁目７番２３

中層の店舗兼共同住宅地

店舗併用住宅が多い
国道沿いの商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 40 10 40 中層の店舗兼共同住宅地

-

近商(100,400)
防火

景気は、緩やかな回復基調を続けている。個人消費は一部に弱め
の動きがみられるものの、底堅く推移している。

国道沿いに店舗、店舗併用住宅等が建ち並ぶ地域で、周辺環境に
特段の変化はない。不動産需給は逼迫しており、地価は上昇傾向
である。

個別的要因に変動はない。

周辺には収益物件も多く、賃貸市場は成熟しているといえるが、商業地の需要者は収益性に着目しつつも、同一需給圏内に
おける土地取引の需給動向がその意思決定に、より大きな影響を与えている。従って、取引の実態を反映している比準価格
を重視し、収益価格を参酌のうえ、代表標準地からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
ＲＣ３

当該地域は、国道沿いに店舗、店舗併用住宅等が建ち並ぶ商業地域である。地域要因に大きな変動はなく、当分の間は現状
を維持すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 405,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

424,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-5.0

-2.0

-8.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪神新在家駅
北東方 300m

阪神新在家
300m

(8)

北28m国道

近商
(80,400)
防火

（その他）　　　　
(100,400)

特にない ２８ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
ガス、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「友田町２－７－１７」

②地積

（㎡）

133

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 130  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

431,000 円／㎡

331,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

365,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.7％ ％

88.2 ］

102.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 2日 正常価格

平成 30年 7月 3日平成 30年 7月 1日

56,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 424,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

330,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね灘区・東灘区・中央区を中心とする近隣商業地域である。需要者は地元資本と関係の深い圏域型の店舗事
業者等が想定されるが、中規模以上の土地についてはマンションディベロッパー等の市場参加も見られる。駅徒歩圏という
利便性の高さから需給は逼迫しており、価格は上昇傾向である。なお、中心となる価格帯は個別性が強く判定出来なかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社神戸不動産鑑定

山下　裕



神戸市灘区篠原南町５丁目５番６

中低層の店舗住宅併用地

小規模店舗、マンシ
ョン等が混在する商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 20 40 35 中低層の店舗住宅併用地

-

近商(80,300)
準防

灘区の人口は微増傾向にある。景気の緩やかな回復基調に伴い、
地価は上昇傾向にある。

周辺環境には目立った変化は見られず、商業地としの発展は見込
めないものの、周辺住宅地の安定した需要の影響を受けている。

個別的要因に変動はない。

賃貸市場は成熟しているものの、自己所有地を有効利用した収益物件が一般的であり、賃貸収入に基づく収益性から意思決
定する需要者が多いとは言えず、自用目的での土地取引が中心である。したがって、市場の実態をより反映している比準価
格を重視し、賃貸収入に基づく収益価格を関連づけ、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼事務所
ＲＣ４

中低層の小規模店舗、マンション等が混在する地域である。地域要因に大きな変化はなく、当面は現状を維持するものと予
測する。地価はやや上昇傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 276,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

288,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+4.0

+17.0

+8.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急六甲駅
南西方 900m

阪急六甲
900m

(8)

南東8m市道

近商
(80,300)
準防

（その他）　　　　

特にない ８ｍ市道　　　　
　　　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「篠原南町５－５－３」

②地積

（㎡）

103

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

294,000 円／㎡

236,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

365,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.3 ％ ％

130.1 ］

102.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 14日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

29,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 288,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

225,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、神戸市中東部における店舗、事務所及びマンション等を中心とする商業地域である。需要者は同一需給圏内
に地縁的選好性をもつ小規模資本の事業者が中心である。繁華性はやや低いものの、価格水準が相対的に低いことから需要
は十分見込まれる地域である。土地・建物の総額で４，５００～５，０００万円程度の物件が需要の中心と考えられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

　松崎不動産鑑定所

松崎庄二



神戸市灘区水道筋３丁目９番５

中層店舗兼共同住宅

低層の小売店舗等が
建ち並ぶ既成商業地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 10 20 10 中層店舗兼共同住宅

-

商業(100,450)
防火

商業地取引の外、住宅地の地価回復の波及も認められ地価は堅調
である。

特に大きな地域要因の変動は見受けられない。

個別的要因に変動はない。

自用目的の店舗と商業者向けの賃貸物件が混在する地域であるが、商業地域にあっては賃貸条件は個別性が強く、地域の標
準的な賃料水準・経費率等の把握が困難であることから、比準価格の方が相対的に精度が勝る。よって、比準価格を中心に
収益価格を関連付けて、また対象基準地の前年価格からの検討も加え、単価と総額のバランスを考慮しながら鑑定評価額を
上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｗ３

低層の小売店舗が建ち並ぶ旧来よりの商店街であるが、活況があり、地価はやや上昇傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 359,000円／㎡

公示価格 365,000円／㎡

標準地番号 灘 1-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

374,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

灘 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

阪急王子公園駅
北東 500m

阪急王子公園
500m

(8)

南東7.5m市道

商業
(80,500)
防火

（その他）　　　　
(100,450)

特記すべき事項はない。 ７．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

115

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 110  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

385,000 円／㎡

285,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

365,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.2 +2.5％ ％

100 ］

102.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 3日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 15日 正常価格

平成 30年 7月 2日平成 30年 7月 1日

43,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 374,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

290,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 基準地はアーケードを有する商店街にあって、同一需給圏は、阪神間諸都市の圏域に存する小売店舗及び、飲食店舗を中心
とした商業地域である。需要者は同一需給圏に地縁性を持つ小規模資本の事業者が多い他、チェーン展開を行う小売店舗の
出店等も見受けられる。市場動向は概ね堅調で中心価格帯は面積に大小があり定まっていない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

灘（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

灘（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社小林エステイト

小林昌三
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